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要旨：本稿の目的は，国内外での特許権の消尽を肯定する根拠とされた譲渡制限法理について，その
淵源にさかのぼり検討を加えることにある。譲渡制限法理は，コモン・ロー上の不動産法理に起源を
有するものではあるが，反トラスト法や知的財産法分野での参照が示すように，その法理の影響する
範囲は不動産分野に限られるものではない。加えて，譲渡制限法理は，反トラスト法分野における再
販売価格維持規制において，当然違法の原則を認める根拠として論争の対象にされ特に批判を受けて
きたものでもある。特許権の消尽を肯定する文脈では，譲渡制限法理を重視する理解がなされている
が，合衆国連邦最高裁が同法理についてどのように評価をしているのか不明瞭な部分が少なくない。
本稿では，まず，合衆国における譲渡制限法理の参照関係を手掛かりに，その淵源から検討を試みる
ものである。
Abstract：The Supreme Court case Lexmark v. Impression Products has suggested that the 
exhaustion doctrine in patent law was based on the Common Law by citing the restraints upon 
alienation. This common law rule was derived from the old land law theory and applied to the per 
se illegal in U. S. Antitrust Law. Antitrust cases and studies have claimed that this common law rule 
is irrelevant to the antitrust rule since 1970s, but Lexmark v. Impression Products has indicated the 
importance of that theory could be accepted in patent law as the freedom of trade. The problem 
seems to lie in the fact that little study has been done to examine the origins of the restraints upon 
alienation.  
This paper shows the origins of the restraints of doctrine in the United States and indicates that 
the rule could have broader meaning than the cited sentence, “a general restraint upon alienation 
is ordinarily invalid”. It is hoped that the present study will contribute to a better understanding of 
the rule of vertical restraints in antitrust law and the exhaustion doctrine in patent law.
Keywords：�Antitrust, Exhaustion doctrine, Common law, Restraint upon alienation, Lexmark v. 

Impression Products

Ⅰ　総論

　2017年に出された合衆国連邦最高裁Impression 
Products， Inc判決の多数意見は，争点となった特許
権の国内消尽・国際消尽両方について肯定し，消尽
論を肯定する根拠としてコモン・ロー上の譲渡に対
する制限（restraints upon alienation）は無効とする
という法理（以下，譲渡制限法理とする。）を挙げて
いる１。コモン・ロー上の沿革としては不動産法に淵
源を有するものであり，動産譲渡に応用する際には，

その根拠としてSir Edward Cokeのイングランド法
学提要２及びJohn Chipman GrayのRestraints on the 
Alienation of Property３を参照し，その根拠とする４。
譲渡制限法理が消尽論の根拠として提示されたこと
で，合衆国知的財産法分野において当該法理の分析の
必要性が高まっていると言えよう。一方で，譲渡制限
法理については，反トラスト法の垂直的制限に関す
る事例においてもよく言及されてきたものであり５，
そこで参照されている文献はImpression Products， 
Inc判決におけるそれとほぼ同様である。それゆえ，



Impression Products， Inc判決の示す消尽論における
譲渡制限法理は，応用されている分野は異なるもの
の，反トラスト法分野における譲渡制限法理と本質的
には同一のものとみることができる。反トラスト法分
野では，譲渡制限法理に基づき再販売価格維持を当
然違法の原則の下で判断することを確立したとされ
る1911年のDr. Miles判決が，2007年のLeegin判決６に
よって破棄・変更されるに至っている。それ以前にお
いても垂直的非価格制限に対する当然違法の原則が否
定されていること７などから，譲渡制限法理に基づき
厳しい規制を設けることに否定的な立場が取られてき
たといってよい。そのような文脈では，譲渡制限法理
について，「100年あるいは400年前の古い法理」８であ
ることが強調されており，また不動産法分野における
法理であることも否定的に解する立場に影響を与えて
いたように思われる９。本稿では，反トラスト法上の
譲渡制限法理に関する参照関係を手掛かりに，譲渡制
限法理が含みうる意義について考察をしていく。

Ⅱ　譲渡制限法理以前の状況10

　譲渡制限法理は英国における土地法制に関する法理
であり，当該法理を考える上で大陸法とは沿革を異に
する英国の歴史の話を欠かすことはできない11。1066
年にエドワード懺悔王（Edward the Confessor）が
死去し，ノルマンディー公ウィリアム（William of 
Normandy）がイングランド王の地位を得た。このノ
ルマン・コンクエスト以後，土地保有態様（tenure）
として，国王が全ての土地の権利を留保しながら，直
属受封者（tenant in chief）に保有させる形態をと
ることになる。また，直属受封者は，これを中間領
主（mesne lord） 等 に 再 下 封（subinfeudation） す
ることによって，封建的土地保有関係を築いていっ
た。ノルマンディーに於いて採用されていた封建的
な土地制度が英国で採用されることになり，ローマ法
の沿革を有する大陸法とは異なる発展を遂げること
になった12。この封建的土地保有関係を前提にしなが
ら，譲渡制限法理との関係で重要となる一つの大きな
転機が，1290年の不動産権譲渡法（the Statute Quia 
Emptores）の制定13によって訪れる14。
　この不動産権譲渡法の制定の意義としては，再下封
により重層的に存在していた封建的関係が整理され中
間領主（mesne lord）の排除が成されたこと，不動産
の譲渡が代置（substitution）により行われることと
なったため，封建制下において重要であった人的関係

の要素が希薄となり，土地の所有権の確立及び土地の
自由譲渡の原則の確立に向けた転機となったことの二
点が指摘されている15。このような不動産権譲渡法の
意義については様々に議論があるところではあるが，
本稿の関心では，同法の制定以後の研究や分析におい
て，それがどのように理解されていたかという問題に
焦点があるのみであり，関心は反トラスト法や知的
財産分野から遡る際に触れられるものに限定される。
英国コモン・ロー上の淵源を有する「譲渡制限法理」
を，知的財産分野や反トラスト分野に応用させる契機
となったであろうGrayの著作においても，この不動
産権譲渡法と関連付けて「譲渡の自由」に言及する箇
所があること，将来権（future interests）との関係で
不動産権譲渡法が転機と考えらえることなどから，現
在検討の対象としている「譲渡制限法理」の沿革にお
いて一定の意味を与えざるを得ない16。

Ⅲ　譲渡制限法理の生成と発展

　１　LittletonのTenure

　次に，土地法制に関するものではあるが，15世紀に
出版された，コモン・ロー上の淵源として参照される
LittletonのTenureにおいて，譲渡制限法理とはどの
ようなものと記述されているかを確認したい。

【Littleton　§360】

　「 封 の 譲 渡（a feoffment） が， 封 土 譲 受 人（the 
feoffee）は当該土地を何人にも譲渡してはならない
という条件の下でなされたときは，当該条件は無効
となる。なぜなら，ある者が土地（lands）や自由保
有権（tenements）を与えられた場合に，その者は法
に基づいて当該土地等をいかなるものにも譲渡しう
るためである。そのような条件が有効なものだとす
れば，当該条件は，法がその者に与えた全ての権原

（all the power）を奪わせるものであり，それは理性
（reason）に反している，それゆえ，そのような条件
は無効とされるのである。」17

　この記述からは，土地や自由保有権を与えられた者
は，それをいかなるものにも譲渡しうるのであって，
譲渡に制限を加えることは理性（reason）に反して
いるため無効とされることが確認できる。Littletonの
Tenureは不動産法に関するものではあるが，このよ
うな考え方が，不動産法分野に固有のものであるのか
否かが問題となるのである。
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　Tenureに対する比較的近時の解説書では，この原
則に対する例外として，①王が，譲渡制限の条件で，
封の譲渡を行った場合，②ある者が，譲渡制限の条件
で，未成年者に対して封の譲渡を行った場合などが挙
げられている。前者については，後述の復帰可能権

（Reverter）が認められる場合と同様に，王が，対象
となる土地に対する権利を有していることが根拠と言
えるであろう18。後者については，未成年者が成年に
達した後は，Tenureの§360に書かれているのと同様
に，封の譲渡を受けた者に与えられた自由を害するた
めに無効であるとされている19。LittletonのTenureを
分析する限り，復帰可能権を有する場合には譲渡制限
は認められ得るが，そうでない場合は，不動産を譲り
受けた者の自由を確保すべきであり譲渡制限は許され
ないと整理することができる。

　２　Sir Edward CokによるLittletonへの註釈

　Cokeによる不動産に関する記述では，「当該不動産
を自己に復帰させる可能性を有さない者が，単純封土
に関する封土譲受人の譲渡の権能に制限を加えるこ
とは，不合理であり，理性に反している（reason）」20

と記されている。それゆえ，将来権といった財産の
復帰可能性が，譲渡制限法理において重要な意味づ
けを与えられているといえる21のであり，その点では
Littletonの理解と異なるところはない。例えば，「不
動産権譲渡法以前において，ある者が封の譲渡を行
い，封土譲受人が同意なく（without license）再譲渡
をした場合には，罰金を支払うという条件を付した場
合，当該条件は有効であった。」22という記述や，領主

（lord）は，不動産の復帰可能権を有していることか
ら，その領臣（tenant）に対し譲渡制限を課し得ると
する説明があげられる。
　また，譲渡制限法理の適用に関して，「Ａが甲土地
を封土として有している場合に，Ｂが，甲土地を譲渡
してはならないという条件を付して，丙土地を与えた
場合には，当該条件は有効となる。当該条件は，他の
土地に付されたものであって，封土の受領者から封の
譲渡がなされた土地を譲渡する権限を奪うものではな
く，封の譲渡により与えられた土地には何らの矛盾も
ないためである」23という，想定事例が出されている
点も重要である。この点については，後述する。
　以下では，動産に関する記述を確認する。

【Coke 223a】

　「ある者が定期賃借権（a lease for years），馬（a 

horse）， 物 的 動 産（chattel reall） 及 び 人 的 動 産
（chattel personall）を有しており，それに関して自
身が保有する全ての権利（whole interest）・財産権

（propertie）を，受贈者又は買主が当該物の再譲渡を
してはならないという条件の下で譲り渡した場合，そ
の者が保有する権利・財産権はその者を離れているの
であり，財産復帰の可能性を有しておらず，通商や流
通（trade and traffique），人と人との間の取引や契約

（bargaining and contracting）にも反することになる
ため，当該条件は無効となる。」24

　Sir Edward Cokeのこの説明を見る限り，譲渡制限
法理は，動産譲渡に対しても当然に応用がなされるも
のと理解されていることがみてとれる25。その理由と
しては，物の譲渡により自己の全ての権原が相手方
に移ってしまっており，それにも拘らず，当該物に制
限を課すということは，先に「譲渡」したことと矛盾
するためだと整理することができる26。一方で，財産
の復帰可能権が認められるような場合につき，「譲渡」
という観点から読み解くとすれば，市場に転々と流通
することを重視するというよりは，復帰可能権を有す
る者との関係性の方により重きが置かれ，譲渡制限が
認められうるということであろう。
　 ま た， 上 記 参 照 に 続 き， ①「 自 由 民 と し て 生
まれた個人が，自己の所有に係る物の自由な譲
渡をなしえないことは不正である。」Iniquum est 
ingenuis hominibus non esse liberam rerum suarum 
alienationem.（It is unjust for freeborn individuals 
not to have the free disposal of their own property.），
②「いかなる者もみずからのものの管理者・支配
者 で あ る。」27Rerum suarum quilibet est moderator 
et arbiter. （Every one is the manager and disposer 
of his own matters.）， ③「 原 則 と し て， 自 己 の
財産を譲渡しないという契約は拘束力を持たな
い。」Regulariter non valet pactum de re mea non 
alienanda.（As a rule， a contract not to alienate my 
property is not binding.），以上三点の法諺の引用がな
されている28。これらいずれの引用も，譲渡制限法理
が，不動産分野に限定されず，「譲渡の自由」を確保
するための一般的な法原則であることを示す一例とな
り得るだろう。
　以上を整理すると，不動産・動産のいずれの場合に
おいても，譲受人が完全な所有権を獲得している場合
には，物権的な制限を伴う譲渡制限は許されないとい
うことができる。一方で，復帰権的権利が譲渡人に残
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されている場合には，そのような譲渡制限も許容され
うる。Cokeにおける譲渡制限法理においては，この
対物的な関係性が特に強調されており，「譲渡」とそ
れに伴う制限が，対象となる物に残されるのを懸念し
ているように思える。この点は，甲不動産の譲渡に伴
い，乙不動産の譲渡禁止を約束するような場合には，
乙不動産への譲渡制限は有効であると解されているこ
ととも整合する。対象となる物と無関係であれば，そ
れは債権的な制約に過ぎず，契約自由の範疇に入ると
も理解し得るためである。

３　Grayの著作

　以下では，John Chipman Grayの著作を確認して
いく。GrayのRestraint on the Alienation of Property
でも，これまで確認をしてきたCokeのイングラン
ド法学提要やLittletonのTenureを参照しながら，譲
渡制限法理の動産への応用可能性が肯定されてい
る。Grayの当該著作は，再販売価格維持につき当然
違法の原則を確立したと理解されていたDr. Miles判
決においてCokeのイングランド法学提要とともに言
及されており，合衆国反トラスト法分野において重
要な意義を有していると言えるものである。また，
Impression Products， Inc判決においても§27が参
照されている29。以下では，まず，参照箇所である
Restraint on the Alienation of Propertyの§27を確認
する。

【Gray §27】

　「人的財産（personalty）の利益全体を移転するの
に際して付された譲渡に対する条件および条件付制
限（A condition or conditional limitation）は，土地
に関する単純封土権に付された場合と同様に無効とな
る。このことは，現に享有しうる権利（interests in 
possession）に当てはまるのと同様に，復帰権的権利

（reversionary interests）についても当てはまるし，
純粋動産（chattels personal）について当てはまるの
と同様に，不動産的動産（chattels real）についても
当てはまる。」30

　上記のように，Grayも，Coke同様に，動産におい
ても譲渡制限法理を適用できるものと考えている。そ
の一方で，「賃貸人は，賃借人に対して，譲渡に対す
る制限を課しうるが，譲渡を行う賃借人は，その譲受
人に対して，譲渡に対する制限を課しえない。賃借人
はすべての権利を移転するが，賃貸人はそうではな

いためである。」31という，上記のLittletonのTenure， 
Coke on Littletonに見られる分析と同種の考え方につ
いては否定的にとらえていると理解し得る。なぜな
ら，Grayは，後述するように復帰権的権利を中心と
した分析というよりも，Public Policyを重視した考え
方に依拠しており，この点においては，Cokeの示す
譲渡制限法理と差異があるためである。

Ⅳ　反トラスト法上の譲渡制限法理

１　Hartman判決32

　Hartman判決は，後に最高裁判事となるLurton判
事による執筆であり，Dr. Miles判決における譲渡制
限法理も，このHartman判決の強い影響を受けたも
のと考えられる。それゆえ，20世紀初頭における反ト
ラスト法上の譲渡制限法理を考える上でも，その論理
を確認しておくことは必要である。
　同判決においては，後の事例でも参照される譲渡制
限法理に関する“The right of alienation”から始まる
文章の前に，次の重要な指摘がなされている。
 
　「原告によって，販売や再販売に課せられた制限
は，仮に有効であったとしても，契約当事者に対し
て請求しうるのみの個人契約（personal contracts）
に過ぎないのである。Garst v. Hall & Lyon Co.， 179 
Mass. 588， 61 N. E. 219， 55 L. R. A. 631.33　販売や
再販売を制限するようなシステムの執行可能性に反
対する理由は，それらの制限が，引渡しのみ（mere 
delivery）によって譲渡される動産（chattels）や商
品（articles）の一般的な流通の自由を侵すためであ
る。」34

　このように，一般的な流通の自由として，「譲渡の
自由」と同じ考え方が示されているのである。

【Hartman p. 39】

　これに続き，「譲渡の権利は，動産の一般的な所
有の権利に本質的に付随しているものの一つであ
る。譲渡に対する制限は，通常，公共の利益（public 
policy）に反するものとみなされ，手から手へと取
引されるような物に広範な流通の自由（freedom of 
traffic）を認めることにより保障される。奴隷や法定
相続財産などの特別な種類の所有権がかかわらない限
り，商品，物，動産（articles， things， chattels）の
譲渡に対する一般的な制限は，通常，無効とされてき
た。」35として，譲渡の自由を前提としつつ，その譲渡
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に対する制限は原則として無効とされる旨述べられ
ている。このような考えを裏付ける根拠として，Sir 
Edward Cokeの箇所で確認をした動産に関する記述

【Coke 223a】が引用されている。

　一方で，譲渡制限法理を回避する手段として，土地
と共に移転しうる約款が動産においても認められる
かという分析もなされている。これに対しては，「使
用に対する制限や再販売に対する制約を為す契約は，
商品と共に当然に（by operation）譲受人に義務を課
すものとして動産に付随することはできないという
のが，コモン・ロー上の原則（a general rule）であ
る」36として，「土地と共に有効に移転しうる約款は，
単なる動産（a mere chattel）については，その動産
と共に移転しまた付随するものではないだろう」37と
結論づけられている。土地と共に移転しうる約款に関
連させて，Wald’s Pollock on Contracts （3rd Ed.）38を
含めた，かなり多くの事例が参照されている39。その
事例は，主に上記の「土地と共に有効に移転しうる約
款」が動産については認められないことを示すものに
なっている。
　このようにHartman判決における譲渡制限法理は，
Cokeの譲渡制限法理の見解を根拠にしていることは
明らかである。しかし，そのことは，当該法理が不動
産に関するものにすぎず，動産売買においては当ては
まらないという批判を許すものではない。加えて，不
動産においては認められる例外が，動産においては否
定される傾向が強いことも明らかにされており，動産
における譲渡の自由の確保にはより強い要請が求めら
れることも示されており，かつ，これを公共の利益の
中において検討している点に特色が認められる。

２　Dr. Miles判決

　Dr. Miles判決において，譲渡制限法理に関する記
述は，「原告は，製品が秘密の製法に基づくものであ
ることとは無関係に，自身が自ら製造する製品に関係
するものであるという事実によって，制限を課すこと
ができるか」40という問いから始まる。
　この問いに対して，Hughesは，その根拠となりう
る見解について，「製造業者は，その者の望むまま，
製造・販売してもよいし，また，しなくてもよいので
あるから，その商品の使用やその商品の購入者が再
販売する価格について制限をすることも許されうる。
制限の妥当性は，製造業者の自由に求めることにな
る」41と整理しつつ，「製造業者は製造・販売を義務付

けられていないので，実際に販売された場合でも，購
入者にあらゆる制限を課し得るという結論にはならな
い。例えば，譲渡に対する一般的制限は，通常，無
効である」42として，製造業者の自由も無制限ではな
いことが示されている。この後に，【Hartman p. 39】
の引用及び【Coke 223a】も同様に引用されており，
基本的にはHartman判決と同様の理解になっている
と言える。そのうえで，Hartman判決には見られな
かった，Grayの著作につき，明確な参照がなされて
いる点に特色がある43。
　製造業者は，契約や法定の権利が無い場合に
は，ルールやノーティスによっては（by rule and 
notice），将来の販売における再販売価格を拘束する
ことができないとも判示されており，また，著作権法
では，そのような特権を認めていないことも示されて
いる44。
　加えて，契約の第三者効に関連して，Taddy & Co. 
v. Sterious & Co. （1904）， 1 Ch. 354; McGruther v. 
Pitcher （1904）， 2 Ch. 306; Garst v. Hall & L. Co.， 179 
Mass. 588. 等が参照されており，「製造業者が自身の
為した販売を超えて行使し得る権利は，製造や原初の
所有権に付随する固有の力によるものではなく，合意
に基づくものでなければならない。」45として，動産に
付随して移転する約款についても否定的にとらえてい
る。
　以上でみてきたように，合意に基づく場合を別とし
て，価格維持を含めた動産の再販売に関する制限は，
動産に付随して譲受人に当然に移転するものではない
ことが示されており，それを裏付ける根拠として，譲
渡制限法理に連なる所有権者の譲渡の自由が用いられ
ているものということができる。

Ⅴ　結語

　譲渡制限法理の淵源を探るべく分析を進めてきた
が，反トラスト法・知的財産法分野で参照される譲渡
制限法理は，譲渡に伴う所有権の移転，それに付随す
る譲渡の自由を確保しようとするものであると考えら
れる。
　譲渡制限法理の淵源という場合，「譲渡に対する一
般的制限は無効とする」という規範を検討することに
なるが，Littletonにおいても，Cokeにおいても，「い
かなる理由で譲渡制限を違法とするのか」という問
いに対して，具体的で明白な解答は与えてくれない。
Grayにおいても，その根拠はPublic Policyに置かれ
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ており，語の持つ広範な意味から来るあいまいさがど
うしても拭えない46。一方で，これらの著作において
は，封建制度下における土地保有から近代的所有権へ
というプロセスの中において，保有財産の譲渡は自由
であるという考え方を基礎にし，いかなる場合に譲渡
に対する制限が許されるのかという思考方法を有して
いるように思える。その意味で，Cokeにおける法諺
の参照は，一般的な法規範として，完全な所有権を有
する者のその物に関する「譲渡の自由」を前提してい
るようにも思える。
　合衆国において特に重要性が高いと考えられる
Grayにおいても，このような「譲渡の自由」を当然
の前提にしていると考えられる。その根拠としては，
1217年のMagna Carta39条47や不動産権譲渡法に連な
る不動産の所有権の確立に関する歴史的経緯を参照
している点が挙げられる。Gray自身は，Digbyの『不
動産法史入門』48をかなり重要視していたとも考えら
れる。このDigbyの指摘においても，1217年のMagna 
Carta39条が参照されている49。この条文は，再下封
に一定の制限を置こうとしている点で，不動産権譲渡
法の先駆として理解するのが適当であるとされてい
る50。それゆえ，歴史的経緯を考えると，先の不動産
権譲渡法と併せて封の譲渡を受けた者が自由に保有す
る土地を譲渡し得るという所有権の確立の契機となっ
たものであると評価しうる。Grayにおいても，「不動
産権譲渡法は，再下封を禁止する一方で，tenantsに
対し，自由に（at pleasure）その土地を譲渡する完全
なる権限を与えた」51ことが示されている。このよう
な流れは，不動産法分野を対象として議論されている
ものではあるものの，不動産法分野に限定的なものと
読むのは妥当ではなく，一般的な所有権の確立という
動産・不動産を問わないものとして考えるべきであろ
う。
　一方で，譲渡制限を有効とする分析としては，また
異なる分析が可能である。まず，その根拠として一つ
の重要なポイントとなるのは，復帰権的権利を中心と
した不動産法の歴史的な展開である。これは，不動産
権譲渡法を起点として，復帰権的権利というある種の
物権的な権利を対象の不動産に有している場合には，
譲渡制限を課すことを肯定し，そうでない場合には譲
渡制限を否定するものである。Grayも，Yelverton判
事の見解を参照しつつ52，不動産権譲渡法によって，
再下封が禁じられたことにより，復帰権的権利が廃止
され，譲渡制限は禁止された53という見解を参照して
いる。しかしながら，Grayは，先のYelverton判事の

見解の後にPaston判事の見解を参照し，このような
復帰権的権利を起点とする見解を否定している54。そ
こでは，復帰権（a reversion）が譲渡制限の有効・
無効を決定づける決定的な理由ではなく，その根拠
は一般的な不都合さ，ひいては公共の利益（public 
policy）に置かれていることが示されている55。
　本来，物を所有する者の権利として「譲渡の自由」
を構成する場合，甲不動産に課した制限でも，甲不動
産を譲渡する際に乙不動産に課した制限でも，無効
になりうるはずである。Cokeにおいては，所有権の

「移転」という側面から検討を加えることにより，そ
れと無関係な制限は有効と解されることになるのであ
ろう。しかし，Grayにおいては，譲渡制限法理につ
き公共の利益を根拠とおくことにより，復帰権的権利
を考慮事項の一つという位置づけにとどめており56，
その結果，所有権の「移転」と無関係になされた譲
渡制限でも違法となり得るという結論になる57。それ
ゆえ，不動産法理としての側面はより薄くなり，譲渡
の自由を確保するための一般的な法理として議論を展
開することが可能となっている58。このような考え方
は，Hartman判決が参照する事例や同判決が公共の
利益を検討事項としている点を見ても明らかではある
が，Dr. Miles判決によりGrayが直接に参照されてい
ることを以てより明らかになっているものと考えられ
る。
　もっとも，不動産の場合には許されていた土地と共
に物権的に移転しうる約款の部分については，注意を
要する。Hartman判決やDr. Miles判決の分析で見て
きたように，先例は，不動産と共に物権的に移転する
約款と同一の効力を動産に対して及ぼすことについて
は極めて否定的であった。このことは，譲渡制限法理
の動産への応用という点から，どのように検討され
るべきか。エクイティ上の請求として，通知によっ
て，この不動産と共に物権的に移転しうる約款という
例外はありうるが，コモン・ロー上では不動産保有関
係（Privity of Estate）を前提とした不動産と共に移
転する約款しか認められていない。例外的に，動産に
関連させてDe Mattos v. Gibsonが参照されているが，
Taddy &  Co. v. Sterious & Co. の参照により否定的
に解されていることがわかる。それゆえ，パッケージ
に付属させた販売条件などは，それのみでは動産に
は当然に付随せず， 合意を必要とする59という考えが
繰り返し述べられているのである60。Hartman判決に
ついても，被告側が明らかにDe Mattos v. Gibsonを
参照していたことが指摘されており，Lurton判事が
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Taddy & Co. 等を参照することでその見解を否定し
たとの理解がある61。例外として，特許権に関する事
例があげられているが，他の知的財産権については否
定的に解される傾向が認められる。
　このように，動産に比べると，不動産については譲
渡制限を有効と考える手段が多く認められるというこ
とはできるであろう。しかしながら，譲渡制限を無効
にするか否かという点においては，所有権の確立に付
随して認められる譲渡の自由が，動産・不動産を問わ
ず肯定されるのであって，不動産であるかどうかとい
うのは譲渡制限を無効とする決定的な要因にはならな
いということになる62。以上から，反トラスト法・知
的財産法分野における譲渡制限法理の淵源は，不動産
法にのみ関係する特殊な法理と理解するのは妥当でな
く，所有権とそれに付随する譲渡の自由の確保のため
発展してきた一般的な法理であると理解するのが妥当
であり，かつ，特に動産についてはその確保がより重
要なものであると理解されてきたものであると整理す
ることができる。

１　�Impres s i on  Produc t s ,  I n c .  v .  Lexmark 
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　 【Spencer’s Case, 3 Resolution, 5 Coke, 16】
　 �　本件は，不動産に付随して移転する約款に関

する判例として著名な事例である。もっとも，
Hartman判決における参照は，不動産に付随して
移転する約款の法理は，動産に関しては適用され
ないことを示すためのものである。

　 �　動産に関する記述として，ある者が羊や牛，そ
の他の動産（any other personal goods）を賃貸し
た場合，賃借人が，自己又はその譲受人のため，

112112



その賃貸借の終了時に賃借物と同等の物や価額を
返却すべき旨契約をした場合であっても，そのよ
うな契約は譲受人を拘束しないことが述べられて
いる。動産の場合には，不動産保有関係（privity 
of estate）や復帰的権利が無いことが理由として
挙げられている。

 　�【Taddy Co. v. Sterious Co., 73 Law Journal, 1904, 
Ch. Div. p. 191】

　 �　本件は，タバコ製造業者の原告が，小売業者
の被告を契約違反で訴えたという事案である。
Sterious & Co. は，Taddy & Co. と直接の契約関
係にはなく，卸売業者のNettenから原告製のタバ
コを購入していた。原告の販売戦略においては，
販売するタバコの再販売価格維持を含む制限が含
まれており，被告がその制限に違反したことから，
原告が被告を契約違反で訴えた。

　 �　判旨においては，原告と卸売業者のNettenの
間の契約関係が代理（agent）に類するものでは
ないと判断されたことから，卸売業者のNetten
と被告の間の取引も販売であるとされた。それゆ
え，「卸売業者から購入した小売店も，原告の代
理人（agent）とする」旨の制限は適用されず，
Taddy & Co. とSterious & Co. は直接の契約関係
にないことから，契約違反に基づく差止めは認め
られないこととされた。これに付随して，動産に
付随して移転する約款として，制限が被告に対し
て効力を有するか否かも検討されているが，判旨
においては否定されている。
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Am. St. Rep. 220.】
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